
株式会社丸進工営 東松山市第5発電所（仮称）
事業概要説明資料

説明会開催日：2026 年 9 月 3 日
発電事業者：株式会社 丸進工営
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1.再エネ発電事業計画の概要等

①再エネ発電事業計画の概要 - 1

(1)発電事業者 株式会社 丸進工営

(2)電源種 太陽光発電

(3)設置形態 地上設置（グランドスクリュー杭）

(4)出力 高圧電源、パネル513.36kw(PCS249.9kw)

(5)実施場所 東松山市大字大谷字前原1734番1、1734番2、1733番、1729番2

(6)災害時の活用可能性 PCSには自立運転機能が無し、給電用コンセントも無し。
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1.再エネ発電事業計画の概要等

①再エネ発電事業計画の概要 – 2.案内図
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1.再エネ発電事業計画の概要等

①再エネ発電事業計画の概要 – 3.航空写真
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1.再エネ発電事業計画の概要等

①再エネ発電事業計画の概要 – 4.現況平面図、土地利用計画図
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1.再エネ発電事業計画の概要等

①再エネ発電事業計画の概要 – 5.造成縦横断面図A-A’
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1.再エネ発電事業計画の概要等

①再エネ発電事業計画の概要 – 6.造成縦横断面図B-B’
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1.再エネ発電事業計画の概要等

①再エネ発電事業計画の概要 – 7.モジュール（パネル）カタログ
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1.再エネ発電事業計画の概要等

①再エネ発電事業計画の概要 – 8. PCS（パワーコンディショナ）カタログ
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1.再エネ発電事業計画の概要等

②関係法令遵守状況

(1)再エネ発電事業の実施のために必要な認定申請要件許認可（資源エネルギー庁）

法令 状況

(1)森林法 許可不要。2025.06.06.寄居林業事務所、埼玉県森づくり課に確認済。

(2)宅地造成及び特定盛土等規制法 許可不要。2025.06.13.埼玉県都市計画課に確認済。

(3)宅地造成等規制法の一部を改正する法律（旧盛土規制
法）

許可不要。2025.06.13.埼玉県都市計画課に確認済。

(4)砂防法 対象外。2026.03.12.東松山県土整備事務所に確認済。

(5)地すべり等規制法 対象外。2026.03.12.東松山県土整備事務所に確認済。

(6)急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律 対象外。2026.03.12.東松山県土整備事務所に確認済。
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1.再エネ発電事業計画の概要等

②関係法令遵守状況

(2)再生可能エネルギー発電事業に係る関係法令手続状況（資源エネルギー庁）

法令 状況

(1)国土利用計画法に基づく土地売買等届出 手続済。2022.07.1.東松山市住宅建築課より届出受領済。

(2)都市計画法に基づく開発許可 該当なし。2025.06.13.東松山市住宅建築課に確認済。

(3)河川法に基づく工作物新築等許可、河川区域内の土地占用・掘削許可 該当なし。2025.06.13.東松山市河川課に確認済。

(4)港湾法に基づく港湾区域内の水域又は港湾隣接地域内における占用許
可、港湾地区内の行為届出

該当なし。埼玉県なので、報告不要。

(5)海岸法に基づく海岸保全区域等内の占用・行為許可 該当なし。埼玉県なので、報告不要。

(6)急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づく急傾斜地崩壊
危険区域内の行為許可

該当なし。2026.03.12.東松山県土整備事務所に確認済。

(7)砂防法に基づく砂防指定地における行為許可、砂防設備の占用許可 該当なし。2026.03.12.東松山県土整備事務所に確認済。

(8)地すべり等防止法に基づく地すべり防止区域内又はぼた山崩壊防止区
域内の行為許可

該当なし。2026.03.12.東松山県土整備事務所に確認済。
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1.再エネ発電事業計画の概要等

②関係法令遵守状況

(2)再生可能エネルギー発電事業に係る関係法令手続状況（資源エネルギー庁）

法令 状況

(9)景観法に基づく景観計画区域・景観地区内の行為届出 該当なし。2025.05.12.東松山市住宅建築課に確認済。

(10)農業振興地域の整備に関する法律に基づく市町村の農業振興地域整備
計画の変更手続き

該当なし。2025.06.13.東松市農政課に確認済。

(11)農地法に基づく農地転用許可 該当なし。2025.06.13.東松山市農業委員会に確認済。

(12-1)森林法に基づく林地開発許可 該当なし。2025.06.06.寄居林業事務所に確認済。

(12-2)森林法に基づく保安林指定解除手続、伐採及び伐採後の造林の届出 手続済。2022.06.30.東松山市農政課に届出確認通知書受領。

(13)文化財保護法に基づく埋蔵文化財包蔵地土木工事等届出、史跡・名
勝・天然記念物指定地の現状変更許可

該当なし。2022.07.14.東松山市教育委員会埋蔵文化財センターに確認済。

(14)土壌汚染対策法に基づく土地の形質変更届出 手続済。2022.07.14.東松山環境管理事務所に確認済。

(15)自然公園法に基づく特別地域・特別保護地区内の行為許可 該当なし。2022.06.29.埼玉県みどり自然課に確認済。
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1.再エネ発電事業計画の概要等

②関係法令遵守状況

(2)再生可能エネルギー発電事業に係る関係法令手続状況（資源エネルギー庁）

法令 状況

(16)自然環境保全法に基づく自然環境保全地域内の行為許可 該当なし。2022.06.29.埼玉県みどり自然課に確認済。

(17)絶滅のおそれがある野生動植物の種の保存に関する法律に基づく生息
地等保護区の管理地区等内の行為許可

該当なし。2022.06.29.埼玉県みどり自然課に確認済。

(18)鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に基づく鳥獣保
護区の特別保護地区の区域内の行為許可

該当なし。2022.06.29.埼玉県みどり自然課に確認済。

(19)環境影響評価法・条例に係る環境影響評価手続 該当なし。2025.06.13.埼玉県環境政策課に確認済。

(20)宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく宅地造成等工事規制区域内・
特定盛土等規制区域内の工事許可

該当なし。2025.06.13.埼玉県都市計画課に確認済。

(21)風力発電設備の設置等による電波の伝搬障害を回避し電波を用いた自
衛隊等の円滑かつ安全な活動を確保するための措置に関する法律に基づ
く風力発電設備設置等工事計画届

該当なし。風力発電以外のため報告不要。

(22)その他の法律・条例に係る手続き 無し。
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1.再エネ発電事業計画の概要等

②関係法令遵守状況

(3)関係法令許認可・届出状況（東松山市）

法令 状況

(1)森林法（伐採及び伐採後の造林の届出確認通知書） 2022.08.30.「伐採及び伐採後の造林の届出確認書」を東松山市農政課より受領。

(2)土壌汚染対策法（一定規模以上の土地の形質の変更届出書） 2022.07.14.「一定規模以上の土地の形質の変更届出書」に埼玉県東松山
環境管理事務所より収受印を受領。

(3)埼玉県生活環境保全条例（特定有害物質取扱事務所設置状況等調査報
告書）

2022.07.14.「特定有害物質取扱事務所設置状況調査報告書」に埼玉県東
松山環境管理事務所より収受印を受領。

(4)建設リサイクル法 2022.07.01.「届出書」に川越建築安全センターより収受印を受領。

(5)絶滅の恐れがある野生動物の種の保存に関する法律 2022.06.29.埼玉県環境部みどり自然課野生生物担当より「該当なし」の
回答。

(6)埼玉県希少野生動植物の種の保存に関する条例 2022.06.29.埼玉県環境部みどり自然課野生生物担当より「該当なし」の
回答。

(7)鳥獣保護管理法 2022.06.29.埼玉県環境部みどり自然課野生生物担当より「該当なし」の
回答。

(8)自然公園法及び県立自然公園条例 2022.06.29.埼玉県環境部みどり自然課野生生物担当より「該当なし」の
回答。
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1.再エネ発電事業計画の概要等

②関係法令遵守状況

(3)関係法令許認可・届出状況（東松山市）

法令 状況

(9)自然環境保全法及び自然環境保全条例 2022.06.29.埼玉県環境部みどり自然課野生生物担当より「該当なし」の
回答。

(10)都市緑地法 2022.06.29.埼玉県環境部みどり自然課野生生物担当より「該当なし」の
回答。

(11)首都圏近郊緑地保全法 2022.06.29.埼玉県環境部みどり自然課野生生物担当より「該当なし」の
回答。

(12)ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例 2022.06.29.埼玉県環境部みどり自然課野生生物担当より「該当なし」の
回答。

(13)埼玉県オオタカ等保護指針 「配慮」するようにとの指導。2022.07.04.埼玉県環境科学国際センター
生物多様性保全担当。

(14)文化財保護法等 2022.06.13.「埋蔵文化財の所在及び取扱いについて（回答）」を東松山
市教育委員会より受領。工事等により埋蔵文化財が発見された場合は、
工事を中止し、埋蔵文化財センターと協議が必要。

(15)国土利用計画法（土地売買等届出書） 2022.07.01.「土地売買等届出書」に東松山市住宅建築課より収受印を受
領。
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1.再エネ発電事業計画の概要等

②関係法令遵守状況

(3)関係法令許認可・届出状況（東松山市）

法令 状況

(16)森林法（林地開発） 許可申請は不要。2025.06.06.寄居林業事務所、埼玉県森づくり課に確認
済。

(17)景観法 届出は不要。2025.05.12.東松山市住宅建築課に確認済。

(18)都市計画法 許可申請は不要。2025.08.04.東松山市住宅建築課に確認済。

(19)建築基準法 建築確認は不要。2025.08.04.東松山市住宅建築課に確認済。
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1.再エネ発電事業計画の概要等

②関係法令遵守状況

(4)禁止区域の該当の有無を確認した書類（東松山市条例）

法令 状況

(1)土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策法の推進に関する法律
（平成12年法律第57号）第9条第1項の土砂災害特別警戒区域

該当なし。2026.04.27.埼玉県東松山県土整備事務所に確認済。

(2)建設省砂防課⾧通達（昭和41年10月14日）により指定された急傾斜地
崩壊危険個所

該当なし。2026.03.12.埼玉県東松山県土整備事務所に確認済。

(3)廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第2条第1
項の廃棄物が、不法に投棄又は残置されている区域

該当なし。2025.05.15.埼玉県東松山環境管理事務所に確認済。

(4)砂防法（明治30年法律第29号）第2条の規定により指定された土地 該当なし。2026.03.12.埼玉県東松山県土整備事務所に確認済。
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1.再エネ発電事業計画の概要等

③土地権限取得状況

所在 地番 地目 地積 権利の種類

東松山市大字大谷字前原 1734番1 山林 1438㎡ 所有権

東松山市大字大谷字前原 1734番2 山林 2289㎡ 所有権

東松山市大字大谷字前原 1733番 山林 1168㎡ 所有権

東松山市大字大谷字前原 1729番2 山林 2195㎡ 所有権

※東松山市大字大谷字前原 1734番1、1734番2、1729番2の3筆は2022年4月6日に土地売買契約により、株式会社 丸進工営に

所有権を移転済。1733番は2022年3月28日に土地売買契約により、株式会社 丸進工営に所有権移転済。
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1.再エネ発電事業計画の概要等

④工事スケジュール
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1.再エネ発電事業計画の概要等

⑤関係者情報

(1)事業者・出資者 株式会社 丸進工営

代表取締役 新井 貴

取締役 新井 拓

(2)事業者概要・沿革 ・1967年4月 創業、給排水衛生設備工事請負の開始
・1977年 都市ガス設備工事・供給管分離工事開始
・1979年 有限会社丸進工営設立 本社：東京都東村山市
・1981年4月 建設業の登録許可 管工事、土木
・1983年4月 東村山営業所開設 都市ガス工事・給排水衛生
・1987年4月 埼玉営業所（新座市）開設 都市ガス・給排水
・1995年4月 東京都指定水道工事店 認可
・2004年11月 東京都知事 登録電気工事業者 NO.165061号
・2007年4月 太陽光発電システム販売設置工事開始
・2008年4月 建設業許可 国土交通大臣許可へ変更

(3)保守点検責任者 株式会社 丸進工営 新井 拓
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2.事業の影響と予防措置

①安全面の影響と予防措置

(1)斜面への設置 南側に向かって、約8度前後くらいの傾斜あり。

(2)盛土・切土 盛土・切土は行わない。

(3)地盤強度 現地での実証試験値と計算値（地上設置型太陽光発電システムの設計・施工ガイドライン等資料参考）
を比較して、問題なし。

(4)排水対策 敷地内に5箇所の貯留・浸透施設を設けて、隣地には放流せず、敷地内で雨水対策をする。

(5)法面保護・斜面崩落防止
策

南側に向かって、緩やかな傾斜があるが、盛土・切土は行わず、元の地盤のままで施設を建設するので、
斜面崩落等は起きにくいと思われる。工事完了後にグランドカバーの植栽も検討。

(6)防災施設の先行設置 盗難防止のフェンスを先行設置。資材置場は安全鋼板で囲う。

(7)設備設計 耐荷重 太陽光パネル：最大風速荷重（正圧）5400Pa(93.79m/s)、（負圧）2400Pa(62.54m/s)、最大積雪
荷重5400Pa(2.5mの積雪)、架台：基準風速38m/s以下、積雪量50cm以下
※風速38m/sは走行中のトラックが横転するくらいの風速。

(8)施工後の管理の継続性 年3回程度の草刈り等のメンテナンス、主任技術者による年5回の電気設備点検。

(9)事業終了後の措置 運用期間20年経過後も引き続き、太陽光発電施設を維持運用していく予定。

※上記の(3)地盤強度、(7)設備設計は「地上設置型太陽光発電システムの設計・施工ガイドライン(NEDO：新エネルギー産業技術総
合開発機構)」「JIS C 8955」、太陽光パネル・架台メーカーの仕様書等を基に設計しています。
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2.事業の影響と予防措置

①安全面の影響と予防措置

(4)排水対策（補足資料）-1.雨水流出抑制施設 平面図
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2.事業の影響と予防措置

①安全面の影響と予防措置

(4)排水対策（補足資料）-2.雨水流出抑制施設 A-A’断面図、B-B’立面図、C-C’立面図
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2.事業の影響と予防措置

①安全面の影響と予防措置

(4)排水対策（補足資料）-3.止水壁拡大図、D-D’断面図、E-E’断面図
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2.事業の影響と予防措置

①安全面の影響と予防措置

(4)排水対策（補足資料）-4.必要対策量と雨水流出抑制施設の貯留量・浸透量計算
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2.事業の影響と予防措置

②景観面への影響及び予防措置

(1)景観面への影響 パネル高さ=約GL+2.0m、境界から設備までの距離=約2.0m以上、約8度くらいの傾斜地。

(2)予防措置 境界内側に高さ=約1.5mのグリーンのフェンスで囲み、周囲の環境に調和させる。

※参考写真：東松山市第2発電所（株式会社丸進工営 所有施設）
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2.事業の影響と予防措置

③自然環境・生活環境面の影響及び予防措置

(1)騒音・振動

(a)設備稼働時

(ア)PCS 約65dB（乗用車の車内レベル）（日照時だけ稼働）

(イ)キュービクル 外部側は約30～45dB（家庭のトイレ換気扇の騒音レベル）

※PCS、キュービクル設置位置は隣地境界から十分な距離をとる。

※PCS～最寄り住宅までの距離：約34mで、65dB⇒35dB（ささやき声～図書館レベル）に低減。

※キュービクル～最寄り住宅までの距離：約72mで、30～45dB⇒0～10dB（ほとんど聞こえないレベル）に低減。

参考資料）「騒音値の基準と目安（日本騒音調査）」「騒音の距離による減衰（日本騒音調査）」
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2.事業の影響と予防措置

③自然環境・生活環境面の影響及び予防措置

(1)騒音・振動

(b)工事期間（工事用資材等の搬出入や建設用機械の稼働時）

(ア)バックホー（ユンボ） 約60dB（超低騒音型）

(イ)ダンプ 約80dB

※特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準に準拠して、敷地の境界線において、85dBを超えないように配慮する。

※午後7時から翌日の午前7時までの時間は作業を行わない。（基本的な作業時間はAM8時30分～PM17時くらいまで）

※重機の操作時、工事車両の搬出入時は出来るだけ騒音が出ないように配慮する。

※バックホー～最寄り住宅までの距離（フェンス施工時）：約10mで、60dB⇒40dB（図書館レベル）に低減。

※ダンプ～最寄り住宅までの距離：約83mで80dB⇒42dB（図書館レベル）に低減。

29



2.事業の影響と予防措置

③自然環境・生活環境面の影響及び予防措置

(2)水の汚れ/濁り

(a)敷地内に5箇所、貯留・浸透施設を設けて、雨水は敷地内で対応する。

敷地内では有害物質を発生させる要素はありません。
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2.事業の影響と予防措置

③自然環境・生活環境面の影響及び予防措置

(3)反射光 – 1.太陽光パネル反射光チェック

夏至(6/21)、 北緯：36.06726、東経：139.39428、

太陽光パネル傾斜：15度、計測時刻：5:00 ～ 18:00

冬至(12/22)、北緯：36.06726、東経：139.39428、

太陽光パネル傾斜：15度、計測時刻：8:00～16:00

※夏至の6:00～8:00、16:00～17:00は南側に反射する時間帯がありますが、早朝・夕方の弱い光になります。
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2.事業の影響と予防措置

③自然環境・生活環境面の影響及び予防措置

(3)反射光 – 2.太陽光パネルメーカー資料（反射光対策）
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2.事業の影響と予防措置

③自然環境・生活環境面の影響及び予防措置

(4)雑草の繁茂

(a)竣工前にグリホサートという除草剤を噴霧します。これは、葉から吸収させて根まで枯らせるという効果があり、近隣

の方の農地には影響が出ないように配慮します。

(b)防草シートを敷設して草が生えるのを抑制します。

(c)年に2～3回、草刈りをします。
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2.事業の影響と予防措置

④再エネ発電事業に伴い生じ得る廃棄物の撤去等に関する影響及び予防措置

(1)設備の廃棄に係る廃棄費用の総額 3,819,200円

(2)廃棄費用の算定方法 年間予想発電量 616,000kwh × 0.62円/kwh × 10年間 = 3,819,200円

(3)廃棄費用の積立開始時期及び終了期間 調達期間 / 交付期間の終了前10年間

(4)廃棄費用の毎月の積立単価 31,827円 / 月

(5)太陽光パネルのメーカー名、製造期間及び
鉛・カドミウム・ヒ素・セレンの4物質の含有

メーカー名：エクソル、製造期間：2024年3月頃からカタログに記載、4物質の含有：鉛・カドミ
ウム・ヒ素・セレン共に基準値(0.1wt%）未満

(6)設置及び解体工事に伴って発生する産業廃棄
物の種類（汚泥、コンクリートがら、その他廃
材等）及び残土の種類（掘削残土、浚渫残土
等）ごとの排出見込量

コンクリートがら（キュービクル基礎、フェンス基礎、止水壁）：35.305㎥(34.732t)、スチール
（フェンス、グランドスクリュー杭、架台、止水壁）：36.887t、太陽光パネル：1,116枚(22.32t)

(7)廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45
年法律第137号）等の関係法令への遵守体制等

産業廃棄物処分業者に持ち込み、引き取ってもらう。

(8)土地開発に係る許認可等に基づき、発電事業
終了後の土地の原状回復義務を負う場合にあっ
ては、その内容

自社所有地であり、また、太陽光発電施設を建設時に土地の形質変更を行う訳ではないので、特
に無し。

※(2)廃棄費用の算定方法の「0.62円/kwh」は「廃棄等費用積立ガイドライン（資源エネルギー庁）（2026.04.改定）」より引用。

34



2.事業の影響と予防措置

④再エネ発電事業に伴い生じ得る廃棄物の撤去等に関する影響及び予防措置

(5)太陽光パネルのメーカー名、製造期間及び鉛・カドミウム・ヒ素・セレンの4物質の含有（補足資料）

※鉛・カドミウム・ヒ素・セレン共に基準値(0.1wt%）未満
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3.質疑応答

・本日の太陽光発電施設事業概要の説明は以上となります。

・ご清聴いただき、ありがとうございました。

・この後は質疑応答のお時間とさせていただきます。

・ご質問がある方は挙手をお願い致します。また、ご発言前にお名前をお知らせください。

・本説明会終了後もご質問・ご意見を約2週間、受付けておりますので、お配りした

「質問募集フォーム」に記載の送付先（メール、郵送、FAX）でお知らせください。
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